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令 和 ３ 年 度 決 算 報 告 書

地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和３年度に

おける主要な施策の成果を次のとおり報告します。

令和４年９月

取手市長 藤 井 信 吾
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財 政 状 況

第１ 国の予算

令和３年度の日本経済は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下にあり、全

国の緊急事態宣言の解除や段階的な行動制限の緩和など、持ち直しの動きもあったも

のの、供給面での制約、原材料価格の動向、新たな変異株の出現による感染拡大など、

新型コロナウイルス感染症による内外経済の影響が懸念される状況であった。

一方、国の財政は、令和２年度決算では公債依存度が７３．５％にも及び、国・地

方を合わせた長期債務残高が令和２年度末においてＧＤＰ比２１８％になるなど、主

要先進国中最悪の水準と言わざるを得ない、極めて深刻な状況が続いている。

このような状況下、令和３年度予算については、新型コロナウイルス感染症への対

応を喫緊の課題としつつ、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排除しつつ、

予算の内容を大胆に重点化するものとして予算編成が行われた。

この方針に基づいて編成された令和３年度の一般会計当初予算の規模は、１０６兆

６，０９７億円で、令和２年度当初予算に対して３兆９，５１７億円（３．８％）の

増となった。

第２ 地方財政対策

令和３年度通常収支分について、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢

等を踏まえ、歳出面においては、地方団体が行政サービスを安定的に提供しつつ、地

域社会のデジタル化や防災・減災、国土強靭化、地方創生の推進、地域社会の維持・

再生等に必要な経費や、社会保障関係経費の増加を適切に反映した計上を行う一方、

国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととした。

歳入面においては、新型コロナウイルス感染症の影響により地方税等の大幅な減収

を見込む一方、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財

源総額について、令和２年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を

確保することを基本として、引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について、

地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補填措置を講じることとした。このよう

な方針に沿った地方財政の通常収支分の規模は８９兆８，０６０億円で、令和２年度

に対して９，３３７億円（１．０％）の減となった。

第３ 市の予算編成等

令和３年度予算の編成にあたっては、近年の厳しい財政状況下において、新型コロ

ナウイルス感染症の財政面への影響も危惧されるなか、枠配分予算制度の導入により

全庁的に全事務事業の総点検を行うこととし、魅力ある都市空間づくり、定住化促進、

少子高齢社会への対応、安全・安心な教育環境の実現、の４つを重点項目としつつ、

市民協働と持続可能な自治体経営、新型コロナウイルス感染症対策を市政全般に係る

施策とする基本的な方針を定めた。

１つ目は、取手駅西口地区について、基盤整備とあわせて土地利用の高度化を図り、

「まちの顔」として魅力ある市街地形成を進め、中心市街地の賑わい・活力創出につ

なげていく。また、桑原地区については、新市街地創出に向けて早期事業化を目指し、
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大規模な商業・業務施設を核とした新たなまちづくりにより、生活環境の向上、雇用

創出、若者世代の定住を促進し、まち全体の活力・魅力度向上につなげていく。

２つ目は、本市の知名度・魅力度の向上による定住人口増加のため、シティプロモ

ーションの効果的な展開を進めるとともに、住宅取得補助の実施等、住居確保に関す

る支援策を引き続き推進する。あわせて、様々な分野の重点施策を、政策面の「まち

の魅力」として積極的に発信し、取手ブランドの構築を一層充実させていく。

３つ目は、子育て支援や福祉の充実を図るとともに、健康で幸せに暮らすことがで

きるための施策として、健康づくりの推進に引き続き取り組んでいく。

４つ目は、児童生徒が安心して日々の学校生活を送り、心身ともに健やかに成長し

ていけるようにするため、いじめ防止対策、経年劣化した学校施設の改修、通学路の

安全対策等、安全・快適な教育環境の整備・充実に取り組んでいく。

さらに、多種多様な地域課題を市民と行政が協働して解決していくため、様々な市

民活動の支援や、より一層の協働を進めるとともに、引き続き積極的な行政改革に取

り組み、持続可能な自治体経営を構築する。また、新型コロナウイルス感染症対策に

ついては、収束の見通しがたたない中であっても、安全で安心できる市民生活の維持

に全力で取り組んでいく。

この方針に基づいて編成された令和３年度一般会計当初予算の規模は、３６８億円

で、令和２年度当初予算に対して１億６，０００万円（０．４％）の減となった。減

の要因は、令和３年度に予定していた藤代小学校・藤代幼稚園大規模改造事業や高井

小学校内部改修事業などが、令和２年度の国の当初予算・第３号補正予算の対象とな

り、３月補正予算に前倒しして計上したことによる。

第４ 決算の状況等

一般会計の決算状況は、歳入予算額４７７億２，６５９万円に対し、決算額は

４６０億２，４８１万３千円で、予算額に対する決算額の比率は９６．４３％となっ

た。

歳出においては、予算額４７７億２，６５９万円に対し、決算額は４４４億

４，８０８万２千円で、９３．１３％となった。

全ての会計を合計した決算状況は、歳入予算額７５４億５，６６８万９千円に対し、

決算額は７３５億６，５６５万７千円で、予算額に対する決算額の比率は９７．４９％

となった。

歳出においては、予算額７５４億５，６６８万９千円に対し、決算額は７０２億

５，４９３万７千円で、９３．１１％となった。
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（単位：円、％）

予算額に対する 予算額に対する

決算額との比較 決算額との比率

歳 入 47,726,590,000 46,024,813,189 -1,701,776,811 96.43

歳 出 47,726,590,000 44,448,081,899 -3,278,508,101 93.13

継続費逓次繰越額、
繰越明許費繰越額及び
事故繰越し繰越額

139,964,000

翌年度繰越金 1,436,767,290

歳 入 2,070,971,000 1,468,653,337 -602,317,663 70.92

歳 出 2,070,971,000 1,401,098,801 -669,872,199 67.65

繰越明許費繰越額及び
事故繰越し繰越額

59,187,000

翌年度繰越金 8,367,536

歳 入 11,604,163,000 12,124,427,274 520,264,274 104.48

歳 出 11,604,163,000 10,829,412,553 -774,750,447 93.32

歳 入 歳 出 差 引 額 － 1,295,014,721 翌年度繰越金 1,295,014,721

歳 入 3,285,296,000 3,204,466,826 -80,829,174 97.54

後期高齢者医療特別会計 歳 出 3,285,296,000 3,177,720,225 -107,575,775 96.73

歳 入 歳 出 差 引 額 － 26,746,601 翌年度繰越金 26,746,601

歳 入 8,829,271,000 8,806,257,539 -23,013,461 99.74

介 護 保 険 特 別 会 計 歳 出 8,829,271,000 8,512,529,711 -316,741,289 96.41

歳 入 歳 出 差 引 額 － 293,727,828 翌年度繰越金 293,727,828

歳 入 1,939,716,000 1,936,104,053 -3,611,947 99.81

競 輪 事 業 特 別 会 計 歳 出 1,939,716,000 1,885,899,276 -53,816,724 97.23

歳 入 歳 出 差 引 額 － 50,204,777 翌年度繰越金 50,204,777

歳 入 682,000 934,332 252,332 137.00

歳 出 682,000 194,872 -487,128 28.57

歳 入 歳 出 差 引 額 － 739,460 翌年度繰越金 739,460

歳 入 75,456,689,000 73,565,656,550 -1,891,032,450 97.49

合 計 歳 出 75,456,689,000 70,254,937,337 -5,201,751,663 93.11

歳 入 歳 出 差 引 額 － 3,310,719,213

令和３年度取手市会計別決算総括表

会 計 別 区 分 予 算 額 決 算 額

一 般 会 計

歳 入 歳 出 差 引 額 － 1,576,731,290

取手駅西口都市整備事業
特 別 会 計

歳 入 歳 出 差 引 額 － 67,554,536

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

取 手 地 方 公 平 委 員 会
特 別 会 計

- 4 -



決 算 の 概 要

１ 予算の状況

当初予算

令和３年度の一般会計の当初予算は、歳入歳出ともに、３６８億円で、令和２年度当初予算

３６９億６，０００万円に比較し、１億６，０００万円（０．４％）の減となった。減の要因

は、令和３年度に予定していた藤代小学校・藤代幼稚園大規模改造事業や高井小学校内部改修

事業等が、令和２年度の国の当初予算・第３号補正予算の対象となり、３月補正予算に前倒し

して計上したことによる。

特別会計は６会計で、当初予算額は、２４４億３，４００万４千円となり、令和２年度の

２４０億４，６６５万４千円に比較し、３億８，７３５万円（１．６％）の増となった。

補正予算

一般会計において１９回の補正予算を組み、合計で９１億６３８万９千円の増額補正を行い、

繰越事業費繰越財源充当額１８億２，０２０万１千円を加えた最終予算現額は、４７７億

２，６５９万円となった。これを令和２年度の最終予算現額と比較すると、７５億４，４６２

万８千円（１３．７％）の減となった。大幅な減の要因は、様々な新型コロナウイルス感染症

対策事業を補正予算に計上して実施したものの、令和２年度に実施した特別定額給付金給付事

業１０７億１，９７８万３千円が減となったことによる。

また、特別会計における補正予算は、５特別会計で２２億７，６１１万３千円を増額補正し、

繰越事業費繰越財源充当額１０億１，９９８万２千円を加えた最終予算現額は、２７７億

３，００９万９千円となり、前年度比７億４７４万５千円（２．６％）の増となった。

２ 決算の状況

一般会計

令和３年度は、魅力ある都市空間づくりとして、取手駅西口地区において、都市機能の集積

と土地の高度利用促進を図るため、土地区画整理事業による都市基盤の整備及びＡ街区の再開

発準備組合への支援を一体的に行いつつ、ＪＲ東日本が令和３年度から５年度にかけて実施す

る駅東口構内のエレベーター設置工事に対し補助金を交付し、将来的な駅利用者の利便性向上

や高齢者・障害者等の移動の円滑化を促進した。桑原地区の整備については、土地区画整理事

業の早期事業化に向けて、関係機関との協議、準備組合に対する支援を行った。

定住化促進については、シティプロモーションによる市のイメージアップに取り組みつつ、

良質な新築住宅の取得や中古住宅のリノベーションに対する補助等を実施し、特に子育て世帯

や市内就業者等の定住化を促進した。また、令和２年度に予定されていたものの、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大に伴い延期を余儀なくされた市制施行５０周年事業について、記念式典

を始めとする各種事業を実施し、市民とともに市勢の進展を祝うことができた。

少子高齢社会への対応については、取手東小学校、高井小学校、藤代小学校の放課後子ども

クラブの運営を民間事業者に委託し、安定的な支援員の人材確保、サービス品質の向上を図っ
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た。また、フィットネスクラブを利用する市民への支援や民間団体との協働による健康づくり

体験イベント等により、多世代の市民が自分に合った健康づくりを選択できる機会を提供した。

安全・安心な教育環境の実現については、まず藤代小学校・藤代幼稚園においては老朽化の

著しい校舎の大規模改造工事を、高井小学校においては児童数の増加に伴い教室数を確保する

ための内部改修工事を行った。さらに、白山小学校において長寿命化改良事業に着手し、令和

４年度着工に向けて準備を進める等、児童生徒の安全かつ快適な学習環境の充実を図った。ま

た、通学路交通安全対策プログラムに基づき、山王、野々井において道路改良工事等を実施し、

危険路線の対策及び危険箇所の解消を図った。

このほか、電気自動車の購入や、住宅用太陽光発電設備・住宅用蓄エネルギー設備の導入に

対する補助等を始めとする地球温暖化対策事業を多角的に推進した。さらに、都市の基盤とな

るインフラ整備として、橋梁及び横断歩道橋の長寿命化を推進するとともに、井野団地外周道

路、井野台、片町地区における道路改良工事、稲雨水幹線、藤代横町地区の雨水排水整備を実

施した。また、吉田消防署の大規模改修工事を始めとした公共施設の老朽化対策を進めるとと

もに、長期的視野に立った公共施設の全体最適化と持続可能な自治体経営の両立を図るため、

公共施設等総合管理計画第１次行動計画を策定した。

さらに、世界的に猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症への対策として、新型コロ

ナウイルスワクチン接種推進事業、子育て世帯や住民税非課税世帯への臨時特別給付金事業等

を始めとした国の施策はもとより、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等を活

用した市独自の各種対策を、市民生活支援、経済支援、感染拡大防止の３つの柱に基づき、多

角的に実施した。

市民生活支援としては、ＧＩＧＡスクール環境整備事業、新生児への特別定額給付金の給付、

要保護・準要保護世帯への支援等を行った。経済支援としては、売上が減少した事業者への事

業者応援一時金の給付、テイクアウトを実施する飲食店への支援、アーティストへの活動の場

の提供等を行った。感染拡大防止としては、保育所や小中学校を始めとした公共施設における

トイレや空調の改修等の感染拡大防止対策や、職員の分散勤務やテレワークの体制整備等を行

った。

（決算額）

一般会計の歳入歳出決算額（繰越事業を含む）は、

歳 入 ４６０億２，４８１万３千円（令和２年度 ５３５億５，７５３万６千円）

歳 出 ４４４億４，８０８万２千円（令和２年度 ５１９億５，１２７万６千円）

となり、令和２年度と比較して歳入で７５億３，２７２万３千円（１４．１％）の減、歳出

で７５億３１９万４千円（１４．４％）の減となった。大幅に減となった要因は、令和２年度

に実施した特別定額給付金給付事業が減となったことによる。

（決算収支）

一般会計の歳入歳出差引額は、１５億７，６７３万１千円で、このうち令和４年度へ繰り越

すべき財源１億３，９９６万４千円（継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額及び事故繰越し繰

越額）を控除した実質収支額は、１４億３，６７６万７千円となった。
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（歳　入）

　歳入の状況

　主な歳入の前年度との比較

市税 13,625,385 13,597,161 28,224

地方譲与税 330,206 325,865 4,341

利子割交付金 8,897 11,283 △ 2,386

配当割交付金 84,888 54,037 30,851

株式等譲渡所得割交付金 101,139 75,185 25,954

法人事業税交付金 126,615 140,754 △ 14,139

地方消費税交付金 2,304,196 2,111,147 193,049

地方特例交付金 163,296 102,790 60,506

地方交付税 8,462,341 7,138,940 1,323,401

分担金・負担金 143,078 135,589 7,489

国庫支出金 9,938,313 18,507,162 △ 8,568,849

県支出金 2,696,013 2,847,963 △ 151,950

寄附金 891,721 231,986 659,735

繰入金 755,688 1,299,399 △ 543,711

繰越金 1,606,260 863,368 742,892

諸収入 940,993 1,509,506 △ 568,513

市債 3,403,048 3,730,617 △ 327,569

その他 442,736 874,784 △ 432,048

合計 46,024,813 53,557,536 △ 7,532,723

　歳入一般財源
　令和３年度の歳入一般財源（市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡
所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交
付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金）は、２５３億１，２３５万２
千円で２年度の２３６億４，０２９万７千円に比べ、１６億７，２０５万５千円（７．１％）
の増となった。
　歳入一般財源の歳入総額に占める割合は、５５．０％で２年度の４４．１％と比較すると１
０．９ポイントの増となった。
　臨時財政対策債１９億４，２０４万８千円を加えると２７２億５，４４０万円となり、２年
度と比較し、２０億９，４８８万６千円（８．３％）の増、歳入一般財源の歳入総額に占める
割合は、５９．２％となった。
　増減内訳、伸び率は、次表のとおりである。

284.4

△ 41.8

86.0

△ 37.7

△ 8.8

△ 49.4

△ 14.1

9.1

58.9

18.5

5.5

△ 46.3

△ 5.3

0.2

1.3

△ 21.1

57.1

34.5

△ 10.0

　令和３年度の一般会計歳入決算額は、４６０億２，４８１万３千円で２年度と比較すると
７５億３，２７２万３千円（１４．１％）の減となった。
　国庫支出金が８５億６，８８４万９千円の減となっているが、主に特別定額給付金事業
１０７億１，９７７万１千円の減によるものである。

（単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減
伸び率
（％）
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　歳入一般財源の決算額の比較
（単位：千円）

市税 13,625,385 13,597,161 28,224 0.2

地方譲与税 330,206 325,865 4,341 1.3

利子割交付金 8,897 11,283 △ 2,386 △ 21.1

配当割交付金 84,888 54,037 30,851 57.1

株式等譲渡所得割交付金 101,139 75,185 25,954 34.5

法人事業税交付金 126,615 140,754 △ 14,139 △ 10.0

地方消費税交付金 2,304,196 2,111,147 193,049 9.1

ゴルフ場利用税交付金 63,754 45,798 17,956 39.2

環境性能割交付金 28,309 23,393 4,916 21.0

地方特例交付金 163,296 102,790 60,506 58.9

地方交付税 8,462,341 7,138,940 1,323,401 18.5

交通安全対策特別交付金 13,326 13,944 △ 618 △ 4.4

小　　計 25,312,352 23,640,297 1,672,055 7.1

減収補てん債特例分 0 32,700 △ 32,700 皆減

臨時財政対策債 1,942,048 1,486,517 455,531 30.6

小　　計 1,942,048 1,519,217 422,831 27.8

合　　計 27,254,400 25,159,514 2,094,886 8.3

（歳　出）

　歳出の状況

　目的別歳出 （単位：千円）

議会費 257,323 0.6 268,296 △ 10,973 △ 4.1

総務費 7,810,044 17.6 16,644,062 △ 8,834,018 △ 53.1

民生費 17,839,436 40.1 15,507,807 2,331,629 15.0

衛生費 2,553,453 5.7 1,686,694 866,759 51.4

農林水産業費 272,101 0.6 250,416 21,685 8.7

商工費 471,080 1.1 1,548,882 △ 1,077,802 △ 69.6

土木費 4,311,785 9.7 4,631,851 △ 320,066 △ 6.9

消防費 1,815,178 4.1 1,874,004 △ 58,826 △ 3.1

教育費 4,836,789 10.9 5,465,995 △ 629,206 △ 11.5

災害復旧費 0 0.0 0 0 0.0

公債費 4,280,875 9.6 4,073,192 207,683 5.1

諸支出金 18 0.0 77 △ 59 △ 76.6

合　計 44,448,082 100.0 51,951,276 △ 7,503,194 △ 14.4

款　　名 令和３年度 構成比(％) 令和２年度 増減
伸び率
（％）

款　　名 令和３年度 令和２年度 増減
伸び率
（％）

　令和３年度の一般会計歳出決算額は、４４４億４，８０８万２千円で２年度と比較すると
７５億３１９万４千円（１４．４％）の減となった。
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　特別会計

　特別会計の歳入歳出決算額は、次表のとおりとなった。

（単位：千円）

歳　入 歳　出 歳入歳出差引額

取手駅西口都市整備事業 1,468,653 1,401,099 67,554

12,124,427 10,829,413 1,295,014

3,204,466 3,177,720 26,746

8,806,257 8,512,530 293,727

1,936,104 1,885,900 50,204

934 195 739

27,540,841 25,806,857 1,733,984合　　計

名　　称

国民健康保険事業

後期高齢者医療

介護保険

競輪事業

取手地方公平委員会

議会費

総務費

総務費

民生費

民生費

衛
生
費

衛
生
費

農林水産業費 商工費

土木費

土木費

消
防
費

消
防
費

教育費

教育費

公債費

公債費

諸支出金

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2

R3

災害復旧費
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